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．はじめに
本稿の目的は、名誉職として職務を行う社団理事の責任制限に関する法
律（Gesetz zur Begrenzung der Haftung von ehrenamtlich tätigen
Vereinsvorständen（G. v. 28.09.2009（BGBl. I S. 3161）））の内容を検討す
ることにある。同法の草案は2008年月13日に連邦参議院（Bundesrat）
によって提出され()、連邦政府（Bundesregierung）の所見が付された
後()、連邦議会（Bundestag）に提出された。その後、長い議論の末に、
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草案は部分的な修正を経て2009年月日に可決され、同年月28日に同
法が成立した（以下においては同法を「（2009年）改正法」、連邦参議院が
提出した草案を「（2009年）改正法草案」と言う）。
「Ehrenamt」あるいは「ehrenamtlich tätig」は、わが国において「名
誉職」あるいは「名誉職として」と訳されるが()、あまり馴染みのない
制度である。端的に言えば、私人が公益的な役職を引き受けるに当たり、
（a）〔副業性〕その役職を（生計を立てるための）本業としてではなく、
副業として（nebenberuflich tätig）引き受けており、（b）〔無償性〕その
役職に対して報酬が支払われない（unentgeltlich）時、その者は名誉職に
就いている、あるいは、名誉職として職務を行っていると評価される。名
誉職として引き受けられる役職は、地方議会議員()や裁判官といった公
職の他、後見人（Vormund）や介護者（Pfleger）など(	)、極めて多岐に
わたる。
改正法の立法趣旨は、このような名誉職として社団の理事職を引き受け
る者の責任危険を縮減し、ボランティア活動（bürgerliches Engagement）
を促進することにあるとされる。具体的には、名誉職として社団の理事職
を引き受ける者が、その職務を遂行する際に社団や社団構成員に対して与
えた損害に対する責任を、故意または重過失の範囲に縮減する。また、そ
のような社団理事が第三者に対して与えた損害を賠償する責任を負う場合、
それが故意または重過失によるものでない限り、責任からの解放
（Befreiung）を社団に対して請求することができる(
)。ただ、この立法
趣旨を前にしたとき、ボランティア活動の促進という一事をもって、民事
責任に関する原則を逸脱する責任制限が正当化されるとは到底考え難いこ
とは、おそらく共通の認識であろう()。
それでは、改正法が示した責任制限を正当化する根拠はどこにあるのか。
本稿における問題意識はまさにこの点に集中している。そして、結論を先
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取りして言えば、それはドイツにおいてもいまだ十分に説明できていない。
ただ、改正法に極めて批判的なロイターですら、「法政策的な失敗を悔い
ても何も助けにはならない。（改正法により新設された）BGB31a条は既
に世界に存在し、私たちはこれととも生きなければならない。」とし()、
改正法を放棄するのではなく、これを説明する途を探っている。実際、改
正法により新設された BGB31a条は、2013年の法改正によりその適用範
囲が拡張されることとなった()。
本稿は、以上のような問題意識に立ち、2009年改正法草案（→．）、
2009年改正法草案に対する連邦政府の所見（→．）、2009年改正法（→
．）を順に検討したうえで、小括としてドイツの社団法制における本改
正法の位置付けを明らかにする（→	．）。その際、改正法に対する学説の
評価にも言及するが、それらの詳細な検討は、2013年の法改正に対する検
討と併せて、続稿にて行う予定である。また、日本法に対する示唆につい
ても、その際併せて検討する。なお、本稿の末尾に、〔資料〕として、
2009年改正法草案、および、2009年改正法の試訳および原文を掲載した。
本文と併せてご参照頂ければ幸いである。
．2009年改正法草案
2009年改正法草案は、改正内容、立法趣旨、条文の改正に対する説明の
つの部分からなる。以下においては、（）立法趣旨、および（）条
文の改正に対する説明、について検討する。
（）立法趣旨
前述したように、名誉職として社団の理事職を引き受ける者の責任危険
を縮減し、ボランティア活動を促進することが、改正法草案が示す立法趣
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旨である(10)。後述するように、わが国の一般社団法人や NPO法人の理事
と比較すると、ドイツの社団理事が負う責任危険は高い。これは、一部の
職務に関して加重された責任が課されていることもさりながら、わが国と
は異なり、実際に法的責任が追及されることが稀ではないという事情によ
る。草案は名誉職として職務を行う社団理事が高度の責任危険にさらされ
ることを特に問題視し、これを改善してボランティア活動の拡充につなげ
ることを目指している。
社団理事の責任制限がボランティア活動の拡充につながるという草案の
主張は、にわかには首肯しがたいところがあるが、これは社団がボランテ
ィア活動の主要な受け皿となっているというドイツの事情によるものであ
る。ドイツにおいてボランティア活動を所管する連邦家族・高齢者・女
性・若 者 省（Bundesministerium für Familie, Senioren, Frauen und
Jugend: BMFSFJ）は、（広義の）ボランティア活動には、民間服役
（Zivildienst）、無償の福祉ケア（freie Wohlfahrtspfledge）および自発的
な社会参加活動（freiwilliges Engagement）のつの形態が含まれるとす
る。このうち、民間服役は、兵役義務を課せられた若年男性がこれを拒否
するかわりに、同省の下に設置された兵役代替奉仕庁（Bundesamt für
Zivildienst: BAZ）が認可する病院や老人ホーム、地方自治体などで兵役
代替奉仕を行う形態である。これに対し、無償の福祉ケアは、主に宗教を
基盤とした極めて大規模な
つの社団(11)に所属し、また、自発的な社会
参加活動は、中・小規模な社団や住民グループ、協同組合に所属し、ボラ
ンティア活動を行う形態である。BMFSFJ による2009年の調査では、ド
イツ国民の36%がボランティア活動に参加しており(12)、そのうちの約半
数が社団に所属して活動を行っているとされる(13)。このような状況を鑑
みれば、ドイツでのボランティア活動において社団が果たす役割の大きさ
がわかる(14)。それゆえ、高度の責任危険を敬遠して理事職を引き受ける
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者が現れず、社団運営の適正化・活性化が図られないことが、ボランティ
ア活動の阻害要因となるとする草案の主張には、一定の正当性が認められ
る。
草案は、理事の責任危険を対外的な責任危険と対内的な責任危険に分類
し、前者については特定の義務違反に限定して、後者については義務違反
を問わず、過失（または重過失）の範囲で責任を縮減する可能性を認めた。
この分類を、〔事例ⅰ〕を用いて説明する。
〔事例ⅰ〕（vgl. BGH, Urteil vom 5. 12. 1983-II ZR 252/83-, NJW 1984, S. 789）
登録社団であるドイツボーイスカウト連盟 Yの理事である Xは、自らが企画・引
率し、14歳から17歳のボーイスカウトを率いて南ブルゴーニュを自転車で旅行し、
無事帰還した。旅行において使用したテントが雨で濡れていたため、翌日 Xはボ
ーイスカウトを集め、連盟が所有する倉庫の屋根でテントを干すことにした。その
際、倉庫に止めてあった連盟所有の作業用ゴンドラ付きのフォークリフト
（Gabelstapler mit einem Korb）を Xが運転し、ボーイスカウトAがゴンドラに
乗り、テントを屋根に持ち上げていたところ、フォークリフトが転倒した。これに
よりフォークリフトは大破し、ゴンドラに乗っていた A、および、たまたまその
様子を見ていた付近に住む Bが大怪我を負った。
フォークリフトの転倒が Xの過失によるものであるならば、Aおよび
Bに対しては大怪我をさせたことについて、Yに対してはフォークリフト
を大破させたことについて、Xはそれぞれ BGB280条項ないしは823条
項に基づき、損害賠償責任を負う。この時、Yおよび社団の構成員で
ある Aに対する責任は、対内的な責任として、発生原因を問わず責任制
限の対象となる(15)。これに対し、B に対する責任は、対外的な責任とし
て、それが特定の発生原因に基づく場合のほかは、縮減の対象とならない。
草案は、対外的な責任の縮減を限定的にのみ認めた点につき、「責任制
限がこれとは無関係な第三者に負担を強いることが常に許されるわけでは
ないということを考慮するならば、特定の義務（違反）に基づく責任のみ
を制限するという方法が提案されるべきである」と説明する(16)。草案は、
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そのような義務を、抽象的には、職業として（berufsmäßig）職務を引き
受けたわけではない理事に対し、遵守を期待することが難しい義務と定義
し、具体的には、社団に課される税金および総合社会保険料の納付を理事
が責任をもって完了する義務を挙げる。
（）条文の改正に対する説明
2009年改正草案は、（a）対内的な責任を故意・重過失の範囲に縮減する
ことを目的とし、BGB31a 条を新設し、また、BGB40条に改正を加えた
（→①）。さらに、対外的な責任、具体的には、（b）社団の総合社会保険
料の納付が適切に行われていないことに係る疾病金庫に対する理事の責任、
および、（c）社団の納税が適切に行われていないことに係る租税債権者に
対する理事の責任を、それぞれ縮減することを目的とし、前者に関しては
社会法典第編（SGB IV）28e条を改正し、同条項文の後に文お
よび文を挿入し（→②）、後者に関しては租税通則法（AO）34条を改
正し、同条項文の後に文を挿入し、また、AO69条項を新設した
（→③）。以下において順に検討する。
①民法（BGB）の改正
2009年改正法草案は、BGB31a条を新設し、同条項文として、「名
誉職として職務を行う理事は、その職務を遂行する際に社団に与えた損害
につき、故意または重過失が認められる場合にのみ、社団に対して責任を
負う。」とする規定を置いた。したがって、前掲〔事例ⅰ〕における Xの
連盟（社団）に対する責任は、その義務違反が故意または重過失によるも
のでない限り、免ぜられる。また、同項文によって、「社団の構成員に
対する責任に関しても、第文が適用される。」とされていることから、
社団の構成員である Aに対する責任も、同様に免ぜられる。
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ただし、社団の構成員に対する責任に関しては、その責任制限を定款に
より排除することができる。BGB40条は社団に関する任意規定を列挙す
るが、本草案は BGB31a条項文をこれに含む旨の改正を行ったから
である。それゆえ、その反対解釈により、社団に対する責任に関しては、
定款によってもその責任制限を排除することは許されないと解されること
になる。
同条項文は、「名誉職として職務を行う理事が、その職務を遂行す
る際に他者に与えた損害につき賠償を義務付けられる場合、その債務から
の解放（Befreiung von der Verbindlichkeit）を社団に対して請求するこ
とができる。」とする。「債務からの解放」請求は、一般的に「免責請求権
（Freistellungsanspruch）」と呼ばれる制度であるが、やや馴染みのない
制度であるので、〔事例ⅱ〕を用いて説明する。
〔事例ⅱ〕（vgl. BGH, Urteil vom 13. 12. 2004-II ZR 17/03-, NJW 2005, S. 981）
登録社団である観光案内所 Y（Informationsveranstaltung）の理事である山岳ガイ
ド Aは、X他名を率いてグラウビュンデン山に登った。しかし、急斜面付近に
おいて Aが十分な安全確保を怠ったため、ザイルパーティーの人は滑落し、不
幸にして Aは死亡した。また、Xは半年の間意識が戻らず、
年を経て言語機能
を回復したものの、常に介護を必要とする重度の障害を負った。その後、Xは Y
およびAの相続人である Bに対し、事故により被った損害の賠償を求めて訴えを
提起した。
〔事例ⅱ〕において、Bは BGB280条項ないしは823条項に基づき、
また、Yは BGB278条および280条項ないしは831条に基づき(17)、Xに
対して損害賠償責任を負う。この時、免責請求権は以下のような意義を有
する(18)。（a）B が Xに対して賠償金を支払った場合、その支払った金額
を Yに対して請求することができる。（b）B が Xに対して賠償金を支払
っていない場合、その支払いを Yの財産から行うことができる。（a）・
（b）のいずれの場面においても、Yの Xに対する責任の成否は問題とさ
れない(19)。他方、（c）Yの Xに対する責任が肯定され、これに基づいて
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Yが Xに対して賠償金を支払った場合、B に対し求償権を行使すること
が考えられるが、この求償権の行使が制限される。
もっとも、同条項文は、「故意または重過失により損害が引き起こ
された場合には、第文を適用しない。」とし、免責請求権の範囲を制限
している。したがって、Aが故意に Xを急斜面から突き落とした場合や、
山岳ガイドとして極めて基本的な安全確認を怠ったなどの重過失が認めら
れる場合には、免責請求権を行使しえないことになる。
なお、BGB31a条はあくまでも対内的な責任の縮減を目的とするから、
免責請求権を行使した結果、債務者（被害者）が十分な賠償の支払いを社
団から受けられなかった場合、理事は自らの財産から未払い分の賠償金を
支払わなければならない。換言すれば、理事は同項により社団の倒産危険
（Insolvenzrisiko）のみを担うことになる(20)。
②社会法典第編（SGB IV）の改正
2009年改正法草案は、対外的な責任の縮減を目的として SGB IV28e条
を改正し、同条項文の後に文および文を挿入した(21)。具体的に
は、社団の総合社会保険料の納付につき間接義務（Obliegenheit）を負う
理事が、これを怠ったために負う BGB823条項に基づく徴収機関に対す
る責任が縮減される。
同 条  項  文 は、「使 用 者 は 総 合 社 会 保 険 料（Gesamtsozial-
versicherungsbeitrag）を納付しなければならない。」とする。したがって、
社団が被用者を用いてその業務を遂行する場合、社団は疾病金庫
（Krankenkasse（Einzugsstelle））に対して総合社会保険料を納付しなけ
ればならない（SGB IV28h条項）。ただ、実際に保険料を納付するのは
社団の業務執行者たる理事である。そのため、社団が保険料の納付を不当
に怠った場合、理事自身が疾病金庫に対して直接に責任を負うかが問題と
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なる。この点につき、連邦通常裁判所は、財務状況の悪化により有限責任
会社が保険料の納付を怠ったことを受けて、疾病金庫が会社の業務執行者
（Geschäftsführer）に対して責任を追及した事案において、（a）保険料
の納付を怠ることは StGB266a条〔労働対価の不払いおよび横領〕に該当
する、（b）法人の行為については代理権を有する機関が刑罰の適用対象
となるから（StGB14条項号）、有限責任会社が保険料の納付を怠った
場合、その業務執行者が StGB266a条の保護法益を侵害したと評価される、
（c）StGB266a条は BGB823条項が言う「他者の保護を目的とする法律
（ein den Schutz eines anderen bezweckendes Gesetz）：保護法規」に該
当するとして、同項に基づき、業務執行者の疾病金庫に対する責任を認め
た(22)。
本草案が挿入した、第文、「自然人および法人に関してはその法定代
理人が、権利能力のない人的結合および財産集団に関しては業務執行者が、
総合社会保険料の納付義務を履行しなければならない。」の意義は、上記
の判例を踏まえ、（a）法定代理人（ないし業務執行者）は、本人が負う保
険料納義務について、（本人に代わって）これを履行すべき義務を負うこ
とが明確にされた点（以下においては、この法定代理人らの義務を、（保
険料の）納付に関する「間接義務」という）、および、（b）この間接義務
が公益を目的とする SGB IV に規定されたことで、これに対する違反が
BGB823条項が言う保護法規違反に該当することを明らかにした点にあ
る(23)。これによって、故意または過失により、社団の保険料の納付を怠
った理事は、これによって生じた損害を疾病金庫に対して賠償する責任を
負う。また、そのような責任を負う理事が複数存在する場合、それらの理
事が連帯して責任を負うことになる。
これに対し、続けて挿入された同項文は、「法人税法	条項号に
より租税優遇（steuerbefreit）が認められる社団において名誉職として職
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務を行う理事のうち、あらかじめ書面により確定された職務分担
（Aufgabenverteilung）によれば納税義務の履行を担当しない者に対して
は、これを適用しない。」とする。（a）租税優遇が認められる社団とは、
法人税法（Körperschaftsteuergesetz: KStG）	条項号によれば、公
益的な（gemeinnütiz）、慈善的な（mildtätig）、あるいは、宗教的（kir-
chlich）な目的(24)のために活動することが定款（あるいはこれに類する組
織規則）に記載されており、かつ、もっぱらその目的を直接的に達成する
ための活動が実際に行われている社団を意味する。そして、このような社
団の理事のうち、（b）名誉職として職務を行っており、かつ、（c）書面
により保険料の納付を担当しないとされた理事は、納付に関する間接義務
を負わない。これにより、そのような理事は、後述する例外を除けば（→
故意または過失により最低限の監視義務に違反した場合）、社団が適切に
保険料を納付していなくても、疾病金庫に対して責任を負わない。（c）に
関しては、便宜上、③租税通則法（AO）の改正の部分で説明する。
③租税通則法（AO）の改正
2009年改正法草案は、対外的な責任の縮減を目的として AO34条を改正
し、同条項文の後に文を挿入し、また、AO69条項を新設した。
具体的には、納税に関する間接義務を負う理事が、これを怠ったために負
う AO69条項に基づく租税債権者（連邦・州・市町村）に対する責任が
縮減される。なお、同項によれば、納税に関する間接義務違反につき理事
が責任を負うのは、保険料の納付とは異なり、故意または重過失により、
これに違反した場合のみである。
AO34条項は、「自然人および法人の法定代理人、ならびに、権利能
力のない人的結合および財産集団の業務執行者は、その納税義務を履行し
なければならない。」とする。したがって、総合保険料の納付義務と同様
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に、社団に課された納税義務についても、社団の理事がこれを実際に履行
しなければならない（以下においては、この法定代理人らの義務を、納税
に関する「間接義務」という）。そのため、故意または重過失により、社
団の納税を怠った理事は、これによって生じた損害を租税債権者に対して
賠償する責任を負う。また、そのような責任を負う理事が複数存在する場
合、それらの理事が連帯して責任を負うことになる。
もっとも、本草案が挿入した同項文は、「法人税法	条項号によ
り租税優遇が認められる社団において名誉職として職務を行う理事のうち、
あらかじめ書面により確定された職務分担によれば納税義務の履行を担当
しない者に対しては、これを適用しない。」とする。これにより、同文が
規定する要件を満たす理事は、納税に関する間接義務を負わず、後述する
例外を除けば（→故意により最低限の監視義務に違反した場合）、社団が
適切に税金を納付していなくても、租税債権者に対して責任を負わない。
この AO34条項文、および、前述した SGB IV28e条項文は、
連帯債務者間の内部関係および関与割合（Beiteiligungsquote）について
債権者は関知しないとする原則(25)に対する例外となる。この点につき、
連邦通常裁判所は一定の範囲でこれを認める旨の判断を示している(26)。
すなわち、有限責任会社が社会保険料の納付を怠ったことにつき、納付を
担当していない業務執行者の疾病金庫に対する責任が追及された事案にお
いて、（a）業務執行者の執行権限は定款または社員総会の決議によっての
み制限されるから（GmbHG37条項）、業務執行者間での職務分担によ
り特定の業務執行者が保険料の納付を担当するとしても、その他の業務執
行者が納付に関する間接義務から完全に解放されるわけではない、（b）
しかし、この場合、納付を担当しない業務執行者は、平素から具体的な行
為を義務付けられるわけではなく、適切な納付が確保されてい
・
な
・
い
・
と信じ
る事情が生じた時点で、保険料の納付に関する業務への干渉（調査・是
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正）という具体的な行為を義務付けられ、その違反につき疾病金庫に対し
て BGB823条項に基づく責任を負う、とした。同判決が言う、「適切な
納付が確保されてい
・
な
・
い
・
と信じる事情が生じた時点」とは、納付が適切に
なされていないことを知り（故意）、または、これを（容易に）疑い得る
状況、例えば、有限責任会社が財務上の危機にあることを知り（重過失）、
若しくは、知り得た（軽過失）場合を言う。
このように、連邦通常裁判所は、連帯債務者間における上記原則に対す
る例外を一定の範囲で認めたわけであるが、その理由は以下のように説明
される。すなわち、（a）保険料の納付に関しては特定の業務執行者が担当
することが有限責任会社における常態であり(27)、社会的にも広く用いら
れている職務分担を全く保護しないとすれば、実務に対する配慮を欠くと
の批判を免れられない、（b）しかし、他面において、有限責任会社の業
務執行者は各自が包括的な執行権限を有しており（有限会社法
（GmbHG）35条項）、これは複数が任命された場合であっても変わる
ことはないから（BFH, Urteil vom 26. 4. 1984-VR 128/79-, BFHE 141, S.
443=NJW 1985, S. 400）、職務分担の有無にかかわらず、業務執行者には
お互いに対する最低限の監視義務（Überwachungspflicht）が課せられて
いるためであると説明される(28)。
ドイツの社団において理事会（Vorstand）は必置の機関であるが、こ
れにより各理事（Mitglied des Vorstandes）の業務執行権限の包括性が否
定されるわけではない(29)。それゆえ、同判決の射程は社団法人の理事に
も及ぶと解され(30)、納付や納税を担当しない理事であっても、それらが
適切になされていないことを知り、または、これを（容易に）疑い得る状
況にあるならば、保険料の納付につき BGB823条項、納税につき AO69
条項に基づく責任を免れることはできない。
草案が新設する AO69条項は、この連邦通常裁判所が主張する最低限
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の監視義務違反に基づく責任を、納税に関してのみ、故意の範囲に縮減す
ることを目的とする(31)。すなわち、同項は、「法人税法	条項号によ
り租税優遇が認められる社団の理事のうち、34条項文によれば納税義
務を履行しなくてもよい者は、本条項文が言う義務違反を知っていた
時に限り、責任を負う。」とする。これにより、納税に関して言えば、社
団理事の監視義務は大幅に縮減される。本草案は、その根拠を、納税義務
は AOだけでなく個別の税法に基づく極めて多層的（vielschichtig）な義
務であるから、かりに社団の財務上の危機を知っていたとしても、日頃か
ら納税に関する業務を担当しておらず、また、名誉職として限られた時間
の中で職務を遂行する理事に、この点に関する調査・是正を求めることは
酷であるためと説明する(32)。
これに対し、総合保険料の納付に関しては、最低限の監視義務違反に基
づく責任は縮減されない。SGB IV の改正に関しては、AO69条項に相
当する改正がなされていないためである。ただ、これが意図されたもので
あるのか、単なる改正における欠陥であるかは明らかではない(33)。
AO34条項文、および、前述した SGB IV28e条項文は、納付お
よび納税に関する間接義務が縮減されるのは、「書面により」職務分担が
なされた場合のみであるとする。これは、以下の事案における連邦財政裁
判所の判断に従ったものである。
〔BFH, Urteil vom 23. 6. 1998-VII R 4-98-, NJW 1998, S. 3374.〕
XおよびAは老人ホームを運営する登録社団 Bの理事であった。Bは老人ホーム
で働く従業員への給与や消耗品の購入費用の支払いなど、金銭に係る一切の業務を
一括して Aが業務執行者を務める有限責任会社 Cに委託していた。その後、Bの
経営は悪化し、源泉徴収した所得税および教会税が支払われないまま破産手続きが
開始された。これを受けて、税務署は未納分の納税額の支払いを XおよびAに求
めた。これに対し、Xは、金銭に係る一切の業務は Aが担当しており、税務署の
Xに対する請求は不当であるとして不服を申し立てた。
このような事案において、連邦財政裁判所は、「納税に関する間接義務
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は職務分担により縮減され得る。しかし、そのためには、後になって疑問
を差し挟む余地の無いように、各理事の担当する職務が書面により明定さ
れていることを要する」とした(34)。そして、事実上の分担は間接義務を
排除するものではなく、ただ、その違反に基づく責任の成否、特に重過失
の有無において考慮されるに過ぎないとした。確かに、Bが納税業務を委
託された Cの業務執行者であったという事実からすれば、実際には Bが
これを担当するという認識が X・B間に存在していたことが推測される。
しかし、連邦財政裁判所はこのような事情は限定的にしか考慮されないこ
とを明らかにしたのであり、本草案もこれに沿うものである。
．草案に対する連邦政府の所見(35)
連邦参議院が連邦議会に提出する草案に対しては、連邦政府が所見
（Auffassung）を付さなければならない（GG76条項文）。2009年改正
法草案に付された連邦政府の所見には、全体に関する評価（→（））、並
びに、BGB（→（））、SGB IV およびAO（→（））の具体的な改正に
対する評価が含まれる。以下、その順序に従い検討する。なお、SGB IV
および AOの改正に対する評価に関しては、大部分において内容が共通
するため、併せて検討することとする。
（）全体に関する評価(36)
2009年改正法草案の全体に対する連邦政府の評価を端的にまとめるなら
ば、立法趣旨には賛同できるが、責任制限の対象を社団の理事のみとした
点には賛同できない、となる。連邦政府は、名誉職として職務を行う社団
理事の責任危険を縮減し、それによってボランティア活動を促進するとい
う立法趣旨自体は好意的に捉えており、また、そのような理事が高度の責
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任危険にさらされているという点についても、草案と認識を同じくしてい
る。しかし、社団の理事職と同様に、名誉職として引き受けられている役
職が他にも多く存在し、それらの役職の中には社団理事と同様に高い危険
にさらされる役職も存在することを指摘する。そして、そのような中で、
社団理事の責任危険のみが縮減される根拠が十分に説明にされていないと
評価するのである。
確かに、わが国とは異なり、ドイツにおいては名誉職制度が長い伝統を
有しており、社団の理事職と同様に、名誉職として引き受けられている役
職が数多く存在する。これらの役職の中には、社団理事と同様に、高い責
任危険にさらされている役職も存在するであろう。とりわけ、本草案は
「社団」の理事のみを責任制限の対象とするが、ほぼ同様の社会的状況に
ある（したがって、同様の責任危険にさらされている）「財団
（Stiftung）」の理事の責任が縮減されないことをどのように説明するべ
きであろうか。連邦政府は特にこの点を疑問視している。
（）BGBの改正に対する評価(37)
連邦政府は、新設された BGB31a条により、名誉職として職務を行う
社団理事の責任危険が社団および社団構成員に転嫁されることに注視し、
以下のつの根拠により、改正に反対し、代替案を提示する。連邦政府が
指摘する反対の根拠とは、（a）理事の責任危険に最も効率的に対処しうる
のは理事自身であり、社団や社団構成員は理事ほど効率的にこれに対処し
えない点、および、（b）社団や社団構成員に責任危険が転嫁されること
は、かえってボランティア活動の抑制につながるのではないかという点で
ある。
（a）に関して、連邦政府は、社団や社団構成員が業務執行に対して干渉
する権限を念頭に置く。わが国の旧公益社団法人に関してしばしば言われ
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ていたような、業務執行に対する社団構成員の無関心が念頭に置かれてい
るわけではない。前述したように、ドイツにおいて社団はボランティア活
動の受け皿となっており、そのような社団の構成員は業務執行に強い関心
を抱くのが一般的である。ただ、そのような関心を抱く構成員が業務執行
に対して効率的に干渉する権限を持たない点を、連邦政府は強調するので
ある。前述したように、ドイツの社団における理事は各自が包括的な執行
権限を有しており、社団構成員個人はこれに直接的に干渉する権限を有し
ていない(38)。また、連邦政府がここで言う「社団」とは、社員総会
（Mitgliederversammlung）を示すと思われるが、社員総会は社団におけ
る最上位の機関として、理事の業務執行に干渉する権限を持つ。しかし、
社員総会がその権限を行使するためには決議が必要であり（BGB32条
項文）、メールやファックスなどによる合意のような、簡易な手続によ
る決議が認められた有限責任会社とは異なり（GmbHG48条項）、会議
での採決を経なければ有効な決議と認められず、迅速な介入は困難である。
比較の問題として、業務執行により近い立場にある理事の責任危険を、業
務執行により遠い立場にある社団（社員総会）や社団構成員に対して転嫁
することは妥当ではないとする連邦政府の評価は、十分に理解できる。
これに対し、（b）については疑問が残る。連邦政府は、責任危険が転
嫁されると社団が支払不能に陥る危険が高まり、また、社団構成員に重大
な経済的被害をもたらす可能性があるから、これがボランティア活動の抑
制につながると主張する。しかし、構成員に責任危険が転嫁されるとして
も、その責任は社団に対してなした出資や(39)、費用償還を中心とする社
団に対する債権の範囲においてであり、重大な経済的被害をもたらす可能
性は限られている。また、支払不能に陥る危険が高まるとしても、それが
直ちに新たな社団の設立に対する抑制要因となるとは考えられず、また、
既存の社団が支払不能に陥り解散したとしても、前述したドイツの社団に
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関する現状を鑑みれば、ボランティアの受け皿となる社団は他にも十分に
存在すると考えられる。責任危険の転嫁がボランティア活動への参加人数
に与える影響の試算がなされていないことは看過するとしても(40)、論理
的に見て、連邦政府が挙げた（b）の根拠は、にわかには支持し得ない(41)。
以上の評価に加え、連邦政府は、草案が提案する責任危険の転嫁ではな
く、名誉職として職務を行う社団理事の責任危険をカバーする保険に加入
する費用の負担を社団に義務付けるとする提案を行っている。確かに、名
誉職の典型例である後見人には、自らの責任危険をカバーする保険に加入
する費用を、費用償還（Aufwendungsersatz）として被後見人に求めるこ
とが認められている（BGB1835条項文）。連邦政府はこれに類似する
規定を社団理事に関しても置くことで、草案が主張する立法趣旨を達成し
うるとする。
（）SGB IV および AOの改正に対する評価(42)
連邦政府は、SGB IV およびAOの改正につき、以下のつの根拠に基
づいて改正に反対する(43)。すなわち、（a）これらの改正が国庫に新たな
負担を強いる可能性が高いこと、（b）現在の法制度の下でも、保険料の
納付および納税に関する社団理事の責任危険は、職務分担を考慮した上で
妥当な範囲に縮減されており、これ以上の縮減は必要ないこと、および、
（c）職務分担による責任制限を認めると、意図的に、支払能力や財産の
ない者がこれらの業務を担当する理事として選任される危険があることを
挙げる。
（a）に関して、連邦政府は、納付債務・納税債務に対する責任財産の総
額が減少することを危惧する。前述した判例が指摘するように(44)、保険
料の納付や納税に関しては特定の業務執行者が担当することが一般的であ
る。そのため、SGB IV28e条項文、および、AO34条項文が挿入
ドイツにおける社団理事の責任に関する法制改革の端緒 67
― 274 ―
されると、多くの理事が社団の納付債務・納税債務に対して責任を負わな
くなる。これにより、これらの債務に対する責任財産の総額が著しく減少
し、反射的に、国庫により欠損を補う、換言すれば、一般市民に肩代わり
される可能性が高まることになる。一般市民に犠牲を「強いる」ことによ
り促進される活動は、もはやボランティア（freiwillig oder bürgerschaft-
lich）とは評価できないとする連邦政府の主張には、極めて高い説得力が
ある。とりわけ、社会保険はドイツの社会保障制度の根幹をなしており、
国庫に与える具体的な影響の試算が示されていない以上、連邦政府は
SGB IV28e条項文の挿入には特に強く反対するとする。
（b）に関して、連邦政府は、前掲の判決が指摘した「適切な納付が確
保されていないと信じる事情が生じた時点」と(45)、それ以外の時点とに
分け、いずれの時点においても現行の法制度を越える責任の縮減は不必要
であるとする結論に至っている。まず、後者の時点における納付・納税に
関する間接義務について、これを担当しない理事は（少なくともこの時点
においては）間接義務を負わないとする同判決の結論が広く判例実務にお
いて受け入れられており、これを成文をもって規定する必要はないとする。
他方、前者の時点における監視義務について、（aa）保険料の納付に関し
ては、社会保険の重要性を鑑みれば、BGB823条項に基づき無過失によ
る義務違反についてのみ免責されるという判例が示した結果は支持される、
（bb）納税に関しては、AO69条項が義務違反に基づく責任を既に重過
失の範囲に縮減しており、更なる縮減は不要である、（cc）職務分担は、
責任制限のメルクマールとなる過失・重過失の認定において、あるいは、
実際にどの責任財産に対して執行を行うかという点についての税務署の選
択的裁量（Auswahlermessen）において十分考慮されているとし、結論
として、連邦政府は草案が提示する改正は不要であるとする結論に至る。
（c）に関して、連邦政府は、文書により保険料の納付・納税を担当する
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とされた理事が、いわゆる案山子（Strohmann）であることを危惧する。
ここで言う案山子とは、支払能力や財産のない者を理事とし、書面の上で
はその理事に保険料の納付・納税を担当させ、しかし、実際の業務は理事
でない者（例えば、社団構成員や社団の使用者）が担当するという方法で
ある。これにより、かりに業務が適切に行われず、それに基づいて社団が
負った責任がその責任財産を越える場合でも、支払能力や財産のない理事
が責任を負うのみである。草案が提示する改正は、結果としてこのような
案山子を正当化することにつながる恐れがあるため、連邦政府はこれを支
持できないとする。
．2009年改正法
（）2009年改正法草案からの変更点
2009年改正法草案は、以下の修正が加えられた上で、「名誉職として職
務を行う社団理事の責任制限に関する法律（Gesetz zur Begrenzung der
Haftung von ehrenamtlich tätigen Vereinsvorständen（G. v. 28. 09. 2009
BGBl. I S. 3161））」として成立した。すなわち、（a）AOおよび SGB IV に
関する改正が除外された、（b）責任制限の要件である名誉職に関する文
言が変更され、更に新たな内容が追加された、（c）BGB86条〔社団に関
する規定の準用〕が一部改正され、BGB31a条が財団の理事に関しても準
用されることとされた、という点の修正である。
（a）および（c）に関しては、連邦政府の意見が大部分において採用さ
れたと理解できる。この点に関する経緯は必ずしも明確ではないが、AO
および SGB IV の改正に関しては、連邦政府が主張していた国庫への重大
な影響が懸念されたためであることは想像に難くない(46)。とりわけ、社
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会保険に関しては、政策的に緊縮財政を推し進めるドイツにおいて、国庫
の負担が増大する可能性のある改正は受け入れ難かったと思われる。また、
社団と財団とが果たす社会的機能の類似性を考慮するならば、社団理事の
みに責任制限を認めるとする草案は、修正されてしかるべきである。確か
に、草案の立法趣旨は、第一義的には、「ボランティアの受け皿となって
いる」社団理事に対して責任制限を認めることにある。その背景には、ド
イツにおける登録された財団の総数は社団の総数の10分の以下に留まっ
ているという点も考慮されたであろう。逆に言えば、立法趣旨の中にあえ
て財団理事を責任制限から排除する意図は読み取れない。（a）および（c）
に関する修正はいずれも正当であろう。
（b）に関して、草案は名誉職に関する要件を「ehrenamtlich und unent-
geltlich tätig」としていたのに対し、改正法はその要件を（aa）「unent-
geltlich tätig」と改め、更に（bb）「für seine Tätigkeit eine Vergütung
erhält, die 500 Euro jährlich nicht übersteigt」とする要件を選択的に付け
加えた。したがって、（aa）または（bb）に該当する理事に対して責任制
限が認められることになる。
（aa）の修正に関しては「ehrenamtlich tätig」と「unentgeltlich tätig」
との違いが問題となるが、この点に対してはあまり関心が払われていない。
ロイターは、厳格に区別するならば、「unentgeltlich tätig」とは職務に対
して一切の金銭の提供がなされない状態を意味するのに対し、「ehren-
amtlich tätig」とは、職務に対する報酬を支払われないが、費用
（Aufwendung）は償還される状態を意味すると指摘する(47)。ただ「un-
entgeltlich tätig」が「ehrenamtlich tätig」と同じ意味で用いられる場合
もあり、改正法がその表題に「ehrenamtlich tätig」という言葉を用いて
いることからしても、改正法は両者を厳格に区別していないと推測する。
その上で、（若干の曖昧さを許容するならば）この点に関する修正はそれ
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ほど重要な意味を有しないと結論付ける。
これに対し、（bb）の修正に関しては、修正により挿入された「年間
500ユーロ以下の報酬（Vergütung, die 500 Euro jährlich nicht über-
steigt）」の法的性質が問題とされている。この法的性質に関してはつの
理解がある。第一の理解は、これが費用償還の上限を意味しているとする
理解である。これによれば、報酬を受けていない（名誉職である）理事で
あっても、年間500ユーロを越える費用償還を受ける場合、責任制限が認
められないことになる。かねてより、名誉職でありながら実質的な報酬に
値する費用償還を受けることが問題とされてきた。そのため、BGB はこ
れに関する一般的な規定を持たないが、個別の連邦法やラント法により、
その上限や基準が定められている場合がある(48)。（bb）がこれに類する規
定であると理解することも不可能ではない。しかし、そのような理解は
「報酬（Vergütung）」という文言や、（aa）と（bb）とが選択的な要件と
されていることと整合的ではない。また、年間500ユーロという上限額は
費用の上限として低すぎ、結果的に社団理事の費用償還を封じる恐れがあ
る(49)。
他方、第二の理解は、所得税法（Einkommensteuergesetz: EStG）条
26a号により、法人から理事に支払われる報酬のうち年額500ユーロまで
が非課税とされていることに倣い(50)、名誉職であること関する要件をそ
の範囲で緩和したとする理解である(51)。しかし、このような理解に立つ
論者も、（aaa）報酬に対する免税措置と責任制限とをパラレルに理解する
べき十分な根拠が示されていない、（bbb）名誉職であることに関して要
件が緩和されれば責任制限を正当化する根拠が失われる、（ccc）所得税法
（EStG）条26a号が免税措置を認めるのは、公益的な（gemeinnütiz）、
慈善的な（mildtätig）、あるいは、宗教的（kirchlich）な目的を有する社
団から支払われた報酬についてのみであるが、BGB31a条にはそのような
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制限が付されていないことを理由とし、結論的にはこの修正に反対す
る(52)。したがって、いずれの理解に立つにせよ、（bb）の修正は学説の批
判にさらされていると言える。
（）改正法に対する学説の反応（若干の検討）
2009年改正法に対する学説の反応を端的にまとめるならば、連邦政府の
評価に類似しているといえる。すなわち、多くの学説は、立法趣旨には賛
成するが、特に SGB IV およびAOを中心に、改正を疑問視する。ただこ
れらの法律の改正が結果的に見送られたため、成立した改正法（特に
BGB31a条）そのものに対する批判は散見される程度である。もっとも、
いずれの学説も、社団理事の責任を縮減する根拠が十分に説明できていな
い点は強調する。その一人であるロイターは、社団理事に対する責任制限
が、労務関係の領域において長い年月をかけて展開されてきた労働者の責
任制限法理(53)に倣ったものであると評価した上で、これに関する議論の
中に社団理事の責任制限を正当化する根拠を求めるべきであるが、改正法
はこのことを十分に理解できていないとする。ただ、この責任制限法理に
おいても、社団理事は労働者に含まれないとする理解が一般的である(54)。
それゆえ、ロイターの主張には賛同できる点があるが、労働者の責任制限
法理に関する議論を持ち込むこと自体にも説明が必要であろう。
これに加え、前述した「年間500ユーロ以下の報酬」の法的性質や、理
事以外で社団の業務執行を担当する者、具体的には、定款の定めにより特
定の業務を担当する特別代理人（besondere Vertreter: BGB30条）や、実
際に業務を執行する社団の構成員に対しても BGB31a条の適用は認めら
れるか、といった具体的な論点が示されている。
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．むすび
ドイツにおける社団法制の改革に関する議論は、2009年改正法に端を発
するわけではない。ただ、次に述べるように、実質的な法改正がなされた
のは、2009年改正法によるものが初めてである。しかも、社団理事の責任
を縮減するという改正法の内容は、一見するとこれまでの社団法制の改革
に関する議論とは異質のようにも思える(55)。本稿の小括として、（）
2009年改正法が成立する以前のドイツにおける社団法制の改革に関する議
論を概観し、これを踏まえた上で、（）2009年改正法の位置付けを明ら
かにしてみたい。
（）改正法成立以前の社団法制改革に関する議論
すでに1970年代には、政党（politiche Partai）や公法上の社団（öffen-
tlicher Verein）と同様に、多数の構成員からなる社団（Großverein）や、
そ の 主 た る 構 成 員 が 社 団 や 会 社、公 法 上 の 団 体 で あ る 社 団
（Vereinsverband）においても、その社会に対する強い影響力が（特定
の理事による）専横的な運営と相俟つことが懸念されていた。ところが、
BGB の起草当時、同法21条以下の適用が想定されていたのは小規模な友
誼社団（Geselligkeitsverein）であったため(56)、専横的な運営に対する対
処が十分なされていなかった。そこで、大規模な社団における専横的な運
営を予防・是正し、実質的な多数決に基づく民主的な運営を確立すること
が志向されたのである(57)。
この点に関する議論は、同じ問題を抱える政党や公法上の社団と同様に、
大規模な社団も含めて展開されていった。そして、それらの団体が社会に
対する強い影響力を保持することが注視され、結果的にその議論は、（a）
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それらの団体を一律に適用の対象とし、（b）社団の運営に対する国家に
よる積極的な監督と介入を認める、という特徴を有する一般法（allge-
meines Verbändegesetz）の制定へと集約されていった(58)。
しかし、そのような一般法の制定は実現しなかった。（b）について強
い懸念を示す学説が存在したためである(59)。すなわち、それらの学説の
主張を端的にまとめれば、大規模な社団は確かに社会に対する強い影響力
を保持するが、その内部関係に属する運営にまで公法的な規制が及ぶこと
は妥当ではないとする主張である。その影響があってか、2004年に連邦政
府が議会に提出した改正社団法草案（Entwurf eines Gesetzes zur
Änderung des Vereinsrecht vom 25. 8. 2004.）も、社団の運営制度に関す
る言及を避け、営利社団と非営利社団との区別、社団の解散、権利能力な
き社団の扱いという点に関し、既に明確となっていた判例法を成文化す
るに留まった(60)。
（）2009年改正法の位置付け
ドイツの社団法制の改革の中心が社団運営の適正化にあったとするなら
ば、まず第一に、2009年改正法もそのような観点からの位置付けがなされ
なければならない。この点につき当然に予想されるのは、責任が縮減され
ることにより、名誉職として職務を行う理事の中に業務執行に際して求め
られる注意を払わない理事が現れ、かえって社団の運営に悪影響を与える
のではないかという懸念である。そのような懸念の前提には、名誉職とし
て引き受けたか否かに関わらず、理事職に就いた者に求められる注意の程
度は変わらないという認識がある。その後の学説において、改正法が実務
に与えた（悪）影響について詳細に論じたものは未だ見当たらないが、確
かにそのような懸念を完全に払しょくすることは難しい。
これに対し、改正法は、名誉職として職務を行う理事に対しても、有償
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で職務を行う理事に対してと同様の注意を求めることができるという認識
こそが、社団の運営に悪影響を与えるという前提に立つ。このことは、ボ
ランティア活動を促進するという改正法（草案）の出発点が、総合保険料
の納付や納税に関する間接義務の遵守を、名誉職として職務を行う理事に
対して期待することは難しいという認識にあったことからもわかる。名誉
職は本業の存在（副業性）を前提とするから、名誉職に対して払うことの
できる注意には限界がある。そのことに対する配慮は必要不可欠であろ
う(61)。一般的には（注意）義務違反と結び付けられている行為を名誉職
として職務を行う理事が選択した場合、これを義務違反と評価し、責任を
追及しうるのは、他の（義務違反と結び付けられていない）行為を選択す
る（論理的あるいは客観的ではなく）主観的な余地が存在する場合のみで
あろう(62)。そのような場合を越えた責任危険が課されるならば、名誉職
として理事職に就こうとする者がこれを逡巡するのもやむを得まい。
はたして、前述した懸念が事実となるか、それとも改正法の認識が事実
となるかは、今後のドイツにおける実務の動向を見守るしかない。2009年
改正法に対する学説の反応、すなわち、前述した、責任制限の論理的根拠
や「年間500ユーロ以下の報酬」の法的性質に関する議論と併せて、これ
らが2013年の法改正にどのような影響を与えたかは、続稿において詳細に
検討を進めたい。
〔資料〕
以下においては、Ⅰ．名誉職として職務を行う社団理事の責任制限に関
する法律の草案（Entwurf eines Gesetzes zur Begrenzung der Haftung
von ehrenamtlich tätigen Vereinsvorständen（BT/DR 16/10120, S. 1））、
および、Ⅱ．名誉職として職務を行う社団理事の責任制限に関する法律
（Gesetz zur Begrenzung der Haftung von ehrenamtlich tätigen
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Vereinsvorständen（G. v. 28.09.2009（BGBl. I S. 3161）））、により改正され
た条文の試訳および原文を掲載する。改正部分については下線を引くこと
とし、条文の一部のみを改正するものについては、その意義を明らかにす
るため、条文（または項）全体を掲載した。なお、AOの訳に関しては、
中川一郎「77年 AO 邦訳（）」税法学514号27頁（1993年）、同「77年
AO邦訳（）」税法学515号11頁（1993年）を参照させて頂いた。
Ⅰ．名誉職として職務を行う社団理事の責任制限に関する法律の草案
．民法の改正〔Änderung des Bürgerlichen Gesetzbuchs〕
〔31a条 理事の責任〕【新設】
（）名誉職として職務を行う理事は、その職務を遂行する際に社団に
与えた損害につき、故意または重過失が認められる場合にのみ、社団に対
して責任を負う。社団の構成員に対する責任に関しても、第文が適用
される。
（）名誉職として職務を行う理事が、その職務を遂行する際に他者に
与えた損害につき賠償を義務付けられる場合、その債務からの解放を社団
に対して請求することができる。故意または重過失により損害が引き起
こされた場合には、第文を適用しない。
§ 31a Haftung von Vorstandsmitgliedern
(1) 1Ist der Vorstand ehrenamtlich und unentgeltlich tätig, so haftet er
dem Verein für einen in der Wahrnehmung seiner Vorstandspflichten
verursachten Schaden nur bei Vorliegen von Vorsatz oder grober
Fahrlässigkeit. 2 Satz 1 gilt auch für die Haftung gegenüber den
Mitgliedern des Vereins.
(2) 1Ist der ehrenamtlich und unentgeltlich tätige Vorstand einem anderen
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zum Ersatz eines in Wahrnehmung seiner Vorstandspflichten verursacht-
en Schadens verpflichtet, so kann er von dem Verein die Befreiung von der
Verbindlichkeit verlangen. 2Satz 1 gilt nicht, wenn der Schaden vorsätzlich
oder grob fahrlässig verursacht wurde.
〔40条 任意規定〕【一部改正】
BGB26条項文、27条項および項、28条、31a条項文、32条、
33条、並びに、38条の規定は、定款に別段の定めのあるときは、これを適
用しない。
§ 40 Nachgiebige Vorschriften
Die Vorschriften des §26 Absatz 2 Satz 1, § 27 Abs. 1, 3, der §§ 28,
31a Abs. 1 Satz 2 und der §§ 32, 33 und 38 finden insoweit keine
Anwendung, als die Satzung ein anderes bestimmt.
．社会法典第編（社会保険（一般的規定））の改正〔Änderung des
Vierten Buches Sozialgesetzbuch〕
〔28e条 支払義務、立替え〕【一部改正】
(1)使用者は総合社会保険料を納付しなければならない。自然人および
法人に関してはその法定代理人が、権利能力のない人的結合および財産集
団に関しては業務執行者が、総合社会保険料の納付義務を履行しなければ
ならない。法人税法	条項号が示す非課税社団において名誉職とし
て職務を行う理事のうち、あらかじめ書面により確定された職務分担によ
れば納付義務の履行を担当しない者に対しては、これを適用しない。総
合社会保険料のうち、医療保険または年金保険の保険者、若しくは、連邦
雇用庁が使用者である場合、それぞれの運営機関のために定められた部分
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が、疾病金庫が使用者である場合には、介護金庫のために定められた部分
が支払われたものとみなす；このことは年金保険者との関係における年金
保険料に関しても当てはまる。
(2)〜(5)〔省略〕
§ 28e Zahlungspflicht, Vorschuss
(1) 1 Den Gesamtsozialversicherungsbeitrag hat der Arbeitgeber zu
zahlen. 2 Die Pflicht zur Abführung des Gesamtsozialversicherungs-
beitrages obliegt bei natürlichen und juristischen Personen deren
gesetzlichen Vertretern, bei nicht rechtfähigen Personenvereinigungen
und Vermögensmassen deren Geschäftsführern. 3 Für ein ehrenamtlich
und unentgeltich tätiges Mitgled des Vorstandes eines nach §5Abs. 1 Nr.
9 des Körperschaftsteuergesetzes steuerbefreiten Vereins gild dies nicht,
wenn das Mitglied nach vorweg schriftlich festgelegter Aufgaben-
verteilung für die Einhaltung der Zahlungspflicht nicht verantwortlich ist. 4
Ist ein Träger der Kranken- oder Rentenversicherung oder die
Bundesagentur für Arbeit der Arbeitgeber, gilt der jeweils für diesen
Leistungsträger oder, wenn eine Krankenkasse der Arbeitgeber ist, auch
der für die Pflegekasse bestimmte Anteil am Gesamtsozialversicherungs-
beitrag als gezahlt; dies gilt für die Beiträge zur Rentenversicherung auch
im Verhältnis der Träger der Rentenversicherung untereinander.
(2)〜(5)〔Abk.〕
．租税通則法の改正〔Änderung der Abgabenordnung〕
〔34条 法定代理人および財産管理人の義務〕【一部改正】
（）自然人および法人の法定代理人、ならびに、権利能力のない人的
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結合および財産集団の業務執行者は、その納税義務を履行しなければなら
ない。これらの者は、特に、その者が管理している財産から租税が支払
われるよう務めなければならない。法人税法	条項号により租税優
遇が認められる社団において名誉職として職務を行う理事のうち、あらか
じめ書面により確定された職務分担によれば納税義務の履行を担当しない
者に対しては、これを適用しない。
(2)〜(3)〔省略〕
§ 34 Pflichten der gesetzlichen Vertreter und der Vermögensverwalter
(1) 1Die gesetzlichen Vertreter natürlicher und juristischer Personen und
die Geschäftsführer von nicht rechtsfähigen Personenvereinigungen und
Vermögensmassen haben deren steuerliche Pflichten zu erfüllen. 2 Sie
haben insbesondere dafür zu sorgen, dass die Steuern aus den Mitteln
entrichtet werden, die sie verwalten.3Für ein ehrenamtlich und unentgelt-
lich tätiges Mitglied des Vorstandes eines nach § 5 Abs. 1 Nr. 9 des
Körperschaftsteuergesetzes steuerbefreiten Vereins gilt dies nicht, wenn
das Mitglied nach vorweg schriftlich festgelegter Aufgabenverteilung für
die Erfüllung steuerlicher Pflichten nicht verantwortlich ist.
(2)〜(3)〔Abk.〕
〔69条 代理人の責任〕【項新設】
（）34条および35条に掲げられている者は、その者自身に課されてい
る義務に、故意または重過失により違反したことによって、租税債務関係
から生じる請求権（37条）が確定または履行されず、正当な時期に確定さ
れまたは履行されず、若しくは、結果的に租税優遇または租税還付が法的
な理由なく支払われない場合、これについて責任を負う。この責任は、
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義務違反の結果支払われるべき滞納追徴金にも及ぶ。
（）法人税法	条項号により租税優遇が認められる社団の理事のう
ち、34条項文によれば納税義務を履行しなくてもよい者は、本条項
文が言う義務違反を知っていた時に限り、責任を負う。
§ 69 Haftung der Vertreter
(1) 1Die in den §§ 34 und 35 bezeichneten Personen haften, soweit
Ansprüche aus dem Steuerschuldverhältnis (§ 37) infolge vorsätzlicher
oder grob fahrlässiger Verletzung der ihnen auferlegten Pflichten nicht
oder nicht rechtzeitig festgesetzt oder erfüllt oder soweit infolgedessen
Steuervergütungen oder Steuererstattungen ohne rechtlichen Grund
gezahlt werden. 2 Die Haftung umfasst auch die infolge der
Pflichtverletzung zu zahlenden Säumniszuschläge.
(2) Vorstandmitglieder eines nach § 5 Abs. 1 Nr. 9 des Körperschafts-
teuergesetzes steuerbefreiten Vereins, die gemaß § 34 Abs. 1 Satz 3
keine Steuerpflichten zu erfüllen haben, haften, soweit sie Kenntnis von
Pflichtverletzung im Sinne des Absatzes 1 Satz 1 haben.
Ⅱ．名誉職として職務を行う社団理事の責任制限に関する法律
〔31a条 理事の責任〕【新設】
（）名誉職として職務を行う、または、その職務に対して年500ユーロ
以下の報酬しか受け取っていない理事は、その職務を遂行する際に社団に
与えた損害につき、故意または重過失が認められる場合にのみ、社団に対
して責任を負う。社団の構成員に対する責任に関しても、第文が適用
される。
（）前項文における理事が、その職務を遂行する際に他者に与えた
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損害につき賠償を義務付けられる場合、その債務からの解放を社団に対し
て請求することができる。故意または重過失により損害が引き起こされ
た場合には、第文を適用しない。
§ 31a Haftung von Vorstandsmitgliedern
(1) 1Ein Vorstand, der unentgeltlich tätig ist oder für seine Tätigkeit eine
Vergütung erhält, die 500 Euro jährlich nicht übersteigt, haften dem
Verein für einen in der Wahrnehmung seiner Vorstandspflichten
verursachten Schaden nur bei Vorliegen von Vorsatz oder grober
Fahrlässigkeit. 2 Satz 1 gilt auch für die Haftung gegenüber den
Mitgliedern des Vereins.
(2) 1Ist ein Vorstand nach Absatz 1 Satz 1 einem anderen zum Ersatz
eines in Wahrnehmung seiner Vorstandspflichten verursachten Schadens
verpflichtet, so kann er von dem Verein die Befreiung von der
Verbindlichkeit verlangen. 2Satz 1gilt nicht, wenn der Schaden vorsätzlich
oder grob fahrlässig verursacht wurde.
〔40条 任意規定〕【一部改正】
BGB26条項文、27条項および項、28条、31a条項文、32条、
33条、並びに、38条の規定は、定款に別段の定めのあるときは、これを適
用しない。
§ 40 Nachgiebige Vorschriften
Die Vorschriften des §26 Absatz 2 Satz 1, § 27 Abs. 1, 3, der §§ 28,
31a Abs. 1 Satz 2 und der §§ 32, 33 und 38 finden insoweit keine
Anwendung, als die Satzung ein anderes bestimmt.
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〔86条 社団に関する規定の準用〕【一部改正】
23条、26条、27条項、28条から31a条まで、および、42条の規定は、
財団に準用するが、27条項、および、28条項の規定は、定款に別段の
定めのないとき、また、特に官庁が財団を管理することにより別段の定め
が生じていない時に限り、これを準用する。28条項、および、29条の
規定は、官庁が管理する財団には準用しない。
§ 86 Anwendung des Vereinsrechts
1Die Vorschriften der §§ 23 und 26, des 27 Absatz 3 und der §§ 28 bis
31a, 42 finden auf Stiftungen entsprechende Anwendung, die Vorschriften
des § 27Absatz 3 und des § 28 Abs. 1 jedoch nur insoweit, als sich nicht
aus der Verfassung, insbesondere daraus, dass die Verwaltung der Stiftung
von einer öffentlichen Behörde geführt wird, ein anderes ergibt. 2 Die
Vorschriften des § 28Absatz 2 und des § 29 finden auf Stiftungen, deren
Verwaltung von einer öffentlichen Behörde geführt wird, keine
Anwendung.
（） Entwurf eines Gesetzes zur Begrenzung der Haftung von ehrenamtlich tätigen
Vereinsvorständen（BT/DR 16/10120, S. 1ff.）
（） Stellungnahme der Bundesregierung（BT/DR 16/10120, S. 10f.）
（） 山田晟『ドイツ法律用語辞典〔改訂増補版〕』（大学書林、1993年）173頁。
（） 片木淳「名誉職としてのドイツの自治体議員」比較地方自治研究会調査研究報
告書平成24年度19頁、23頁以下、29頁以下（2013年）によれば、近年では大都市
を中心に例外が認められるものの、市町村議会の議員は原則として名誉職として
これを担っているとする。
（	） ドイツでは、社会保障や医療福祉の分野において、補完性の原理
（Subsidiaritätprinzip）、すなわち、民間がまず優先的に取り組み、民間の力で
解決不可能な場合に公権力が介入するという原理が適用される（『諸外国におけ
82 法学論集 75 〔山梨学院大学〕
― 259 ―
るボランティア活動に関する調査研究 報告書』141頁（文部科学省、2007年））。
そのため、この分野において名誉職に就く者が果たす役割は大きい（松本勝明
「ドイツにおける介護者の確保育成策」PIE/CIS Discussion Paper No. 372、
頁（2008年））。
（
） ドイツにおいて免責請求権（Freistellungsanspruch）と呼ばれる制度である。
詳細は後述するが、この点については、渡邊力「一般免責請求権論：ドイツ法の
紹介と日本法への示唆」法と政治61巻号103頁に詳しい。
（） Reuter, Zur Vereinsrechtsreform 2009, NZG 2009, S. 1368, 1368.
（） Reuter, a.a.O.（Anm. (7)）, S. 1369.
（） Gesetz zur Stärkung des Ehrenamts (G. v. 28. 3. 2013 (BGBl. I S. 556））
（10） BT/DR 16/10120, S. 6.
（11） 
つの団体とは、パリテート福祉団体、労働者福祉団体、ユダヤ中央福祉会、
ドイツ赤十字、ディアコニー事業団、カリタス・フェアバントである。これらの
団体を合計すると、およそ250万~300万人のボランティアが活動しているとされ
てる。
（12） BMFSFJ, Hauptbericht des Freiwilligensurveys 2009, 2009, S. 28.
（13） BMFSFJ, a.a.O.（Anm. (12)), S. 8.
（14） Unger, Neue Haftungsbegrenzungen für ehrenamtlich tätige Vereins- und
Stiftungsvorstände, NJW 2009, S. 3269, 3269は、2005年の時点でドイツには60万
弱の登録済み社団が存在し、国民の60%が何らかの社団の構成員となっている
旨を指摘する。
（15） ただし、後述するように、構成員である Aに対する責任に関しては、定款に
責任制限を認めない旨の規定を定めることができる。
（16） BT/DR 16/10120, S. 6.
（17） ただし、周知のように、わが国とは異なり、不法行為における使用者責任に関
して（近年の判例によれば、極めてその範囲は狭いとはいえ）免責が認められて
いる（ケッツ＝ヴァーグナー著（吉村良一＝中田邦博監訳）『ドイツ不法行為法』
143頁以下（法律文化社、2011年））。
（18） Stöber/Otto, Handbuch zum Vereinsrecht, 10. Aufl., 2012, Rdnr. 625.
（19） したがって、ここで想定されている免責請求権は、連帯債務における求償権と
は別個の権利ということになる。
（20） Stöber/Otto, a.a.O. (Anm.(18)), Rdnr. 625.
（21） なお、同条はその後さらに改正されている。本稿は本草案が連邦議会に提出さ
れた2008年当時の同法（Gesetz vom 23. 1. 2006 (BGBl. I S.86)）をもとに議論を
進める。
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（22） BGH, Urteil vom 21. 1. 1997-VI ZR 338/95-, NJW 1997, S. 1237.
（23） BT/DR 16/10120, S. 8.
（24） 具体的にどのような目的が公益的・慈善的・宗教的と評価されるかは、AO52
条〜54条が列挙している。
（25） 椿寿夫＝右近健男編『ドイツ債権法総論』390頁〔大内和直〕（日本評論社、
1988年）。
（26） BGH, Urteil vom 15. 10. 1996-VI ZR 319/95-, NJW 1997, S. 130.
（27） なお、後述するBFH, Urteil vom 23. 6. 1998-VII R 4-98-, NJW 1998, S. 3374は、
納税に関しても同様の状況が認められるとする。
（28） BGH, NJW 1997, S. 132.
（29） Stöber/Otto, a.a.O. (Anm.(18)), Rdnr. 465ff.; これに対し、わが国の一般社団法
人は、理事会は必置の機関ではないが、これを設置すると、代表理事を除く各理
事の職務執行権限の包括性は失われる（一般法人法91条項）。いわゆる業務執
行理事の執行権限が（監視義務の根拠となる）包括性を有するかは明らかではな
いが、否定すべきであろう。
（30） Stöber/Otto, a.a.O. (Anm. (18)), Rdnr. 465.
（31） なお、前述したように、AO69条項により、（軽）過失による義務違反につ
いては、責任を負わない。
（32） BT/DR 16/10120, S. 9.
（33） AOおよび SGB IV の改正は連邦議会において可決されなかったため、学説に
おいてもこの点に関する言及は見られない。ただ、本草案に対する連邦政府の態
度決定（Stellungnahme）では、両者の区別を是認する（ただし、それは、それ
ぞれの義務が多層的であるか否か、という理由に基づくものではない）旨の評価
が見られる。
（34） BFH, NJW 1998, S. 3375.
（35） BT/DR 16/10120, S. 10f.
（36） BT/DR 16/10120, S. 10.
（37） BT/DR 16/10120, S. 10.
（38） Stöber/Otto, a.a.O. (Anm. (18)), Rdnr. 342.
（39） Stöber/Otto, a.a.O. (Anm. (18)), Rdnr. 348ff.
（40） 同じことは、理事の責任危険を縮減することによりボランティア活動が活性化
されるとする草案の立法趣旨にも当てはまる。本草案と連邦政府の評価とのいず
れが真実に近いかは、実際の検証によってのみ明らかにされる。結局、この点の
みに基づいて双方の主張のいずれが正当であるかを決することはできない。
（41） 後述するように、2009年改正法に対する学説の評価は次稿において詳細に検討
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する予定であるが、さしあたりこの点に関して連邦政府の評価を支持しないもの
として、Unger, a.a.O. (Anm. (14)), S. 3270; Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1369.
（42） BT/DR 16/10120, S. 10f.
（43） さらに、AOの改正に反対する根拠として、AO34条項文に基づく納税に
関する間接義務は公法上の義務としての性質を有しており、私法上の合意によっ
てこれを排除することはできないことを挙げる。本稿ではこの点について立ち入
らない。
（44） BGH, NJW 1997, S. 130; BFH, NJW 1998, S. 3374.
（45） BGH, NJW 1997, S. 130.
（46） Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1368f.
（47） Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1370; この費用償還に関して、BGB670条は、償還
の対象となるのは、客観的観点、および、理事が負う善管注意義務の観点から見
て、業務の執行に必要な費用のみとしている（右近健男編『注釈ドイツ契約法』
497頁〔今西康人〕（三省堂、1995年））。具体的には、交通費や通信費の他、責任
危険をカバーする保険への加入費用（vgl. BGB1835条項文）や逸失収入
（Verdienstausfallen）等が含まれる。業務の執行に際して理事が損害賠償責任
を負った場合、これが費用として償還の対象になるかについては一概には言えな
いが、認められる場合があるとするのが判例（BGH, Urteil vom 5. 12. 1983-II ZR
252/83-, NJW 1984, S. 789.）、学説（Soergel/Hadding, BGB, Bd. 1, 13. Aufl., §31
Rn. 28; Löwisch/Arnold, Zur Frage der gefahrgeneigten Arbeit bei
Jugendführern der Pfadfinder, JZ 1984, S. 622, 622）である。
（48） 例えば、専門家の報酬および補償に関する法律（JVEG）	条は、費用償還と
して支払われる交通費の上限や基準を規定している。また、片木淳・前掲注
（）26頁以下は、地方議会議員の費用償還に関してはラント法がこれを規定し
ている旨を指摘する。
（49） Eichenhofer, Ehrenamt im Recht, in: FS O.Werner, 2009, S. 60, 63.
（50） その後の法改正により2013年からは上限が720ユーロに改められた。
（51） Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1370; Unger, a.a.O. (Anm.(14)), S. 3270f.; 結果的に、
こちらの理解が正しかったことが2013年に行われた BGB31a条の改正により明
らかとなった（Hüttemann, Das Gesetz zur Stärkung des Ehrenamts, DB 2013, S.
774, 777）。
（52） Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1370; Unger, a.a.O. (Anm.(14)), S. 3270f.; Ehlers,
Die persönliche Haftung von ehrenamtlichen Vereinsvorständen, NJW 2011, S.
2689, 2689.
（53） ドイツにおける労働者の責任制限に関しては、細谷越史『労働者の損害賠償責
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任』（成文堂、2014年）が極めて詳細な検討を行っている。責任制限制度の基礎
的な理解につき、本稿も同書によるところが極めて大きい。
（54） 細谷越史・前掲注（53）49頁。
（55） Reuter, a.a.O. (Anm. (7)), S. 1368.
（56） Mugdan, Die gesammten Materialien zum Bürgerlichen Gesetzbuch für das
Deutsche Reich, Bd. 1, S. 995は、ドイツ民法が想定する社団の例として、カード
ゲームやボーリングの同好会、あるいは、喫煙や酒宴を楽しむ友誼団体を挙げる。
（57） Karsten Schmidt, Gesellschaftsrecht, 4. Aufl., 2002, S. 10.
（58） それらの団体を総称する概念として、「結合団体（Verband）」という概念が用
いられた。この概念の有用性につき、Göhner, Möglichkeiten und Grenzen einer
gesetzlichen Regelung des Verbandswesens, ZRP 1977, S. 25; Häberle, Verbände
als Gegenstand demokratischer Verfassungslehre, ZHR 145(1981), S. 473.
（59） Schröder, Gesetzgebung und Verbände, 1976; Leßmann, Die öffentlichen
Aufgaben und Funktionen privatrechtlicher Wirtschaftsverbände, 1976;
Nicklisch, Gesetzliche Kontrolle und Anerkennung von Verbandsmacht, in: FS
Schiedermair, 1976, S. 459; Scheller, Demokratisierung der Verbände?, 1976.
（60） Reuter, Die Reform des Vereinsrechts, NZG 2005, S. 738, 745ff.; Arnold, Der
Referentenentwurf eines Gesetzes zur Änderung des Vereinsrechts, ZRP 2005, S.
170, 170; Damas, Der Referenten-Entwurf eines Gesetzes zur Änderung des
Vereinsrechts, ZRP 2005, S. , 3f.; Hadding, Zu einer geplanten Änderung des
Vereinsrechts, ZGR 2006, S. 137, 140ff.; Terner, Der ”Entwurf eines Gesetzes zur
Änderung des Vereinsrechts”, Rpfleger 2005, S. 296, 298f.; なお、同草案に関して
は、1970年代における一大議論であった大規模な社団の運営に関して言及を避け
た点に非難が集まり、結局連邦議会において可決されなかった（Reuter, a.a.O.
(Anm. (7)), S. 1368）。
（61） 片木淳・前掲注（）24頁は、副業性に対する配慮が具体化されたものとして、
地方議会の開催時間が本業が終了する夕刻以降とされていることを指摘する。
（62） Löwisch/Arnold, a.a.O.（Anm. (47)), S. 622; 結果的に、名誉職として職務を行
う理事の注意義務は、善管注意義務（客観的注意義務）から、自己の財産に対す
るのと同一の注意義務へと軽減されることになる。そうであるとすれば、本改正
法が責任を縮減する方法として、責任を重過失の範囲に限定するという方法を選
択したことに対しても、疑問が呈される。
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